
災害発生時における一時滞在施設の提供に関する協定書 

 

 大津市（以下「甲」という。）と株式会社いずみ二一（以下「乙」という。）とは、災害

発生時において公共交通機関が運行停止するなどの理由により帰宅することが困難となっ

た者（以下「帰宅困難者」という。）に対し、乙が所有する施設を一時滞在施設として提供

すること（以下「一時滞在施設の提供」という。）に関し、次のとおり協定を締結する。 

 

 （趣旨） 

第１条 この協定は、災害発生時において、帰宅困難者に対する一時滞在施設の提供に関

し、必要な事項を定めるものとする。 

 

 （対象施設） 

第２条 この協定の対象となる施設（以下「対象施設」という。）は、次のとおりとする。 

 所在地 大津市真野２丁目１７番１号 

 施設名 堅田イトマンスポーツクラブ 

 

 （協力要請） 

第３条 甲は、災害発生時において必要があると認めるときは、乙に対し、一時滞在施設

の提供の協力を要請するものとする。 

２ 乙が、前項の要請があったときは、直ちに対象施設の被災状況及び一時滞在施設の提

供の協力の可否について調査の上、甲に協力可能な施設名及び受入可能人数を報告する

とともに、対象施設を一時滞在施設として帰宅困難者に提供するものとする。 

３ 第１項の要請は、要請書（別記様式）により行うものとする。ただし、緊急を要する

場合は、電話等により口頭で要請できるものとし、事後、速やかに要請書を送付するも

のとする。 

 

 （一時滞在施設の提供の内容） 

第４条 乙は、可能な限り次に掲げるところに従い、一時滞在施設の提供を行うものとす

る。 

（１） 一時滞在施設である旨の表示を行う 

（２） 帰宅困難者を受け入れたときは、その状況を甲に報告する 

（３） 帰宅困難者のために水道水及びトイレを提供する 

（４） 甲から提供される災害対応状況その他の情報を帰宅困難者に提供する 

 

 （一時滞在施設の提供期間） 

第５条 一時滞在施設の提供は、原則として公共交通機関が運行を再開した時点で終了す

るものとする。 

 

 （搬送支援） 

第６条 乙は、可能な限り所有するバス等を活用し、帰宅困難者を搬送支援するものとす

る。 



 （経費負担） 

第７条 一時滞在施設の提供および帰宅困難者の搬送支援に伴う経費は、原則として乙の

負担とする。 

 

 （連絡体制等） 

第８条 甲及び乙は、緊急時の連絡体制、連絡方法等について協議し、あらかじめ定めて

おくものとする。 

 

 （協定の効力及び更新） 

第９条 この協定の有効期間は、協定締結日から１年間とする。ただし、有効期間満了の

日の１か月前の日までに、甲、乙のいずれからも協定を更新しない旨の書面による意思

表示がない場合は、更に１年間同一の条項で更新するものとし、以後の期間についても

同様とする。 

 

 （協議） 

第１０条 この協定に定めのない事項又は疑義が生じた事項については、甲及び乙が協議

の上決定するものとする。 

 

  この協定を証するため、本書２通を作成し、甲乙が記名押印のうえ、各自１通を保有

する。 

 

平成２８年７月２５日 

 

甲  大津市御陵町３番１号 

                     大津市 

                     大津市長      

 

乙  草津市大路３丁目５番６４号 

    株式会社いずみ二一 

代表取締役社長   

   



大津市     部     課 

担当 

ＴＥＬ 

ＦＡＸ  

Ｅメール  

 

第        号 

平成  年  月  日 

          様 

 

大津市長          

 

 

災害発生時における一時滞在施設の提供に関する協定書に基づく協力要請書 

 

  

災害発生時における一時滞在施設の提供に関する協定書第３条１項に基づき、次のとお

り協力を要請します。 

 

記 

 

１ 要請する理由  貴社が所有または運営する施設の使用が必要と判断したため 

 

２ 要請する内容   

 

３ 要請する期間  平成  年  月  日 ～  

                             公共交通機関が運行を再開した時点まで 

 

４ 利用したい場所 

 

５ その他必要事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


